
2 0 2 6 年 2 月 4 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 272 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 
【不適合関係】 

・1月 15 日 核物質防護に関する不適合情報                  〔P.3〕 

 

・1 月 22 日 1 号機排気筒ドレン配管からの空気漏えいについて（区分：Ⅲ）   〔P.6〕 

 

・1 月 28 日 大湊屋外エリアにおけるけが人の発生について（区分：Ⅲ）     〔P.7〕 

 

・2 月 3 日 固体廃棄物貯蔵庫エリアにおけるけが人の発生について（区分：Ⅲ）  〔P.8〕 

 

・2 月 3 日 荒浜屋外エリアにおけるけが人の発生について（区分：Ⅲ）     〔P.9〕 

 

・2 月 3 日 大湊屋外エリアにおけるけが人の発生について（区分：Ⅲ）     〔P.10〕 

 

【発電所に係る情報】 

・1月 15 日 （運転保守状況）監視設定設備の機能喪失による運転上の制限の逸脱について

／監視設定設備の機能喪失による運転上の制限の逸脱からの復帰について／

ガスタービン発電機使用不能による運転上の制限の逸脱からの復帰について 

                               〔P.11〕 

 

・1 月 17 日 6 号機原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜きによる運転上の制限の逸脱 

について（公表区分Ⅱ）                    〔P.13〕 

 

・1 月 18 日 6 号機原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜きによる運転上の制限の逸脱 

からの復帰について（公表区分Ⅱ）               〔別紙〕 

 

・1 月 21 日 柏崎刈羽原子力発電所 6号機の起動工程について         〔別紙〕 

 

・1 月 21 日 6 号機原子炉停止中の制御棒引き抜き防止機能の警報確認試験の完了 

について                           〔P.14〕 

 

・1 月 21 日 柏崎刈羽原子力発電所 6号機の原子炉起動について        〔P.15〕 

 

・1 月 22 日 柏崎刈羽原子力発電所 6号機の計画停止について（公表区分Ⅰ）  〔P.16〕 

 

・1 月 29 日 制御棒駆動機構 電動機制御盤の警報発生についての概要     〔別紙〕 
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【その他】 

・1月 9日 資金援助額の変更の申請（23 回目）および特別事業計画の変更の認定申請 

について                           〔P.17〕 

 

・1 月 26 日 特別事業計画の変更の認定について                〔P.19〕 

 

・1 月 26 日 リサイクル燃料備蓄センターへの使用済燃料の搬入計画について  〔P.30〕 

 

・1 月 29 日 2025 年度 第 3四半期決算について               〔P.31〕 

 

・2 月 4 日 2026 年 2,3 月における「東京電力コミュニケーションブース」の 

開催について                          〔P.33〕 

 

・2 月 4 日 柏崎刈羽原子力発電所に関するコミュニケーション活動等の取り組み 〔P.34〕 

 

【福島第一原子力発電所に関する主な情報】 

・1月 29 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの進捗状況 

                           〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分:Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分:Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分:Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他   上記以外の不適合事象 
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合内容 発見日 備　　考

1
警告用のサイレンが、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の警告機能は、代替措置にて維持した。

2025/3/25

2
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の侵入検知機能は、代替措置にて維持した。

2025/10/28

3 2025/11/2

4 2025/11/17

5

侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を点検および交換し、正常な状態に復旧し
た。
なお、不具合発生期間中の侵入検知機能は、代替措置にて維持した。

2025/11/3

6
侵入検知器の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
侵入検知機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/11/12

◆　「不適合」とは、法律等で報告が義務づけられているトラブルや、設備の点検で見つかる機器の故障など、
発電所の設備や業務の安全性及び信頼性の確保に必要な要求事項を満たしていない状態をいいます。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

2025年12月15日（月）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

https://www.tepco.co.jp/decommission/data/deviation/pp/pdf/policy.pdf

監視卓の一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視卓の一部機能は、代替措置にて維持した。

４．公表区分その他　　  ６件
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合内容 発見日 備　　考

1
監視用の一部照明が、正常に点灯しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/3/6

2
監視カメラの洗浄機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/8/10

3
核物質防護上の障壁の一部に破損を確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、腐食によるものであったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。

2025/10/3

4
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、当該監視カメラはバックアップ用のカメラであったことから、代替措置は不要と判断した。

2025/10/13

5 2025/10/14

6 2025/10/14

7
協力企業から、通行証を紛失したとの連絡を受領した。
また、当該通行証を申請した企業には、紛失防止と保管管理徹底の指導を行った。
なお、当該通行証の有効期限は切れており、不正使用も確認されていない。

2025/10/14

8
侵入検知器が、不法行為等がないにも関わらず動作し続けることを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換および調整し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の侵入検知機能は、代替措置にて維持した。

2025/11/22

9
監視カメラの映像が、正常に映らないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2025/11/23

10
倒木により核物質防護上の障壁の損傷および侵入検知器 が、不法行為等がないにも関わらず動作し続ける
ことを確認したため、 不具合箇所をそれぞれ修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の障壁機能および侵入検知機能は、代替措置にて維持した。

2025/12/4

３．公表区分Ⅲ　　　　　　０件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

https://www.tepco.co.jp/decommission/data/deviation/pp/pdf/policy.pdf

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

４．公表区分その他　　  １０件

◆　「不適合」とは、法律等で報告が義務づけられているトラブルや、設備の点検で見つかる機器の故障など、
発電所の設備や業務の安全性及び信頼性の確保に必要な要求事項を満たしていない状態をいいます。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

2025年12月22日（月）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。

核物質防護上の扉の一部が、正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
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東京電力ホールディングス（株）　柏崎刈羽原子力発電所

核物質防護に関する不適合情報

NO. 不適合内容 発見日 備　　考

1

入域時の車両点検方法は、放射性廃棄物の積載有無で変更しているが、今般、警備員が放射性廃棄物を
積載していない車両を積載有と認識相違して点検を実施していることを核物質防護モニタリング室が確認し
た。
調査の結果、警備員が複数ある積載物有を示す表示の一部を認識相違したことから、積載物の点検対象を
見直した。
なお、現場設備に妨害破壊行為等の痕跡はなく、不審者や不審物もなかった。

2025/10/16

NO. 不適合内容 発見日 備　　考

1
委託警備員が周辺防護区域に入域する際に、IDカードの有効期限が切れていた。
調査の結果、有効期限の延長登録する際、登録窓口の担当者が入力を失念していた。
対策として、登録作業の手順をリスト化し、そのリストを確認しながら作業をする運用とした。

2025/2/7

2
監視カメラの一部機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。

2025/8/14

3
倒木により核物質防護上の障壁の一部が損傷していることを確認したため、当該箇所を交換し、
正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の侵入防止機能は、代替措置にて維持した。

2025/10/18

4
核物質防護上の扉が、一部正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/10/28

5
協力企業より、車両通行証を紛失したとの連絡があった。
当該通行証を紛失した企業に指導を行うとともに、関係者に保管管理に関する教育を実施した。
なお、当該車両通行証の不正使用は確認されていない。

2025/10/31

6
監視カメラの映像が、映らないことを確認した。
調査の結果、設備面による不具合であったことから、不具合箇所を修理し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の監視機能は、代替措置にて維持した。

2025/11/21

7
核物質防護上の扉の一部が、正常に動作しないことを確認した。
障壁機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/11/24

8
監視カメラの洗浄機能が、正常に動作しないことを確認した。
監視機能は維持。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。

2025/11/30

9
侵入検知器が、正常に動作しないことを確認した。
調査の結果、設備面の不具合であったことから、不具合箇所を交換し、正常な状態に復旧した。
なお、不具合発生期間中の検知機能は、代替措置にて維持した。

2025/12/8

３．公表区分Ⅲ　　　　　　1件

２．公表区分Ⅱ　　　　　　０件

１．公表区分Ⅰ　　　　　　０件

https://www.tepco.co.jp/decommission/data/deviation/pp/pdf/policy.pdf

※核物質防護に関する不適合情報は、対策を行った後、防護上の安全が確認された段階でお知らせしております。
　 このため、発生から公表までに時間を要する不適合もございます。

４．公表区分その他　　  ９件

◆　「不適合」とは、法律等で報告が義務づけられているトラブルや、設備の点検で見つかる機器の故障など、
発電所の設備や業務の安全性及び信頼性の確保に必要な要求事項を満たしていない状態をいいます。

核物質防護に関わる不適合の公表方針・公表基準については以下のＵＲＬをクリックしてご覧ください。

2026年1月13日（火）までにパフォーマンス向上会議で確認した核物質防護に関する不適合事象は、下記のとおりです。
※核物質防護措置に関わる情報のため、事象の概要のみ、お知らせさせていただきます。
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2026年 1月 22日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

 

号機 1号機 

件名 排気筒ドレン配管からの空気漏えいについて 

不適合の 

概要 

 

2026年１月 21日午後 3時 30分ごろ、1・2号機排気筒下部にあるトレンチ※1内にて、

協力企業作業員が排気筒ドレン配管※2（配管内部は管理区域）から空気が漏えいしてい

ることを確認しました。 

当該箇所の放射能測定の結果、汚染は確認されていません。また、排気筒モニタの 

数値にも変動がないことから、外部への放射能の影響はありません。 

 

※1 トレンチ：配管等を敷設するための地下に設けた通路 

※2 排気筒ドレン配管：雨水を排水するための配管 

 

＜現場状況＞ 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

配管に錆が生じており、そこからの漏えいを確認していることから１月 21日に補修を

実施しております。 

壁から５㎝付近で 1 か所漏えい 
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2026年 1月 28日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 - 

件名 大湊屋外エリアにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2026 年 1 月 27 日午前 11 時頃、大湊屋外エリアにおいて、協力企業作業員が、階段を   

降りていた際に足を滑らせ、踏ん張ったところ、左足を負傷しました。 

その後、午後 1時 10分に業務車にて医療機関へ搬送しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

医療機関での診察の結果、「左足関節捻挫・左下腿
か た い

筋肉痛」と診断されました。 

今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行うとともに、再発防止に努めて

まいります。 
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2026年 2月 3日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 - 

件名 固体廃棄物貯蔵庫エリアにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2026年 2月 2日午前 8時 45分頃、屋外の固体廃棄物貯蔵庫エリアにおいて、除雪作業中

の協力企業作業員が右足を攣りました。 

その後、休息をとったものの右足の痛みが治まらなかったことから、午後 2 時 30 分頃に   

業務車にて医療機関へ搬送しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

医療機関での診察の結果、「右
みぎ

下腿
か た い

三頭筋
さんとうきん

損傷」と診断されました。 

今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行うとともに、再発防止に努めて

まいります。 
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2026年 2月 3日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 - 

件名 荒浜屋外エリアにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2026 年 2 月 2 日午後 2 時 40 分頃、荒浜屋外エリアにおいて、除雪作業中の協力企業    

作業員が、雪に足を取られ転倒し、左手と左臀部
で ん ぶ

より出血しました。 

その後、午後 3時 27分に業務車にて医療機関へ搬送しました。 

なお、本人は自立歩行が可能な状態であり、搬送時点で出血は止まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

医療機関での診察の結果「左手
さ し ゅ

掌
しょう

挫創、左臀部
で ん ぶ

挫創」と診断され、それぞれ縫合しまし

た。 

今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行うとともに、再発防止に努めて

まいります。 
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2026 年 2月 3 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 - 

件名 大湊屋外エリアにおけるけが人の発生について 

不適合の 

概要 

 

2026 年 2 月 3 日午前 7 時 45 分頃、大湊屋外エリアにおいて、協力企業作業員が梯子を   

降りていた際に、足を滑らせ、負傷しました。 

自立歩行が困難であることから、午前 9時 13 分に救急車にて医療機関へ搬送しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 

 
安全上重要な機器等 ／ その他 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 
■ 法令報告不要 
□ 調査・検討中 

対応状況 

 

医療機関での診察の結果、「左
ひだり

下腿
か た い

打撲
だ ぼ く

」と診断されました。 
今回の事例を踏まえ、発電所関係者に周知し注意喚起を行うとともに、再発防止に努めて

まいります。 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

 

 

6号機 原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜きによる運転上の制限の逸脱について 

（公表区分Ⅱ） 

 

  2026年 1月 17日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

本日、原子炉起動前の確認として 6 号機の制御棒引き抜き試験を行っていた際、本来

であれば 1 本引き抜いた状態で他の制御棒を選択すると、引き抜き防止機能が働きます

が、その機能が働いていることを示す警報が発報しないことを確認しました。 

このため、午後 0時 36分に保安規定第 67条「原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜き」

の運転上の制限※を逸脱したものと判断しました。 

 

そのため、引き抜き試験を中止し、引き抜いた制御棒は全挿入位置に戻して、現在は

全ての制御棒が全挿入されています。また、保安規定で要求される措置として、制御棒

の引き抜き操作ができないよう制御棒の電源を切っております。 

 

今後、原因について調査いたします。 

 

※保安規定では、安全機能を確保するために原子炉モードスイッチが燃料取替位置に

おいて、1本の制御棒引抜インターロック（1本引き抜いた状態で他の制御棒を選択

すると、引き抜き防止機能が働く）が作動していることを「運転上の制限」として

定めている。 

 

以 上 
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（お知らせ） 
 

6号機 原子炉停止中の制御棒引き抜き防止機能の警報確認試験の完了について 

 

2026年 1月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

1月 17日に発生した 6号機の制御棒引き抜き試験時に確認した警報が発報されない不具合

について、1月 18日に運転上の制限の逸脱から復帰後、全ての制御棒に対し、同様な不具合

がないか警報の確認試験を実施しておりました。 

（1月 19日お知らせ済） 

 

1 月 21 日午前 0 時 58分に、全ての制御棒について正常に警報が発報することを確認した

のでお知らせいたします。この結果について、原子力規制庁に説明いたします。 

なお、本事案のような数式を採用した設備については、全て確認を行い、正しく数式が  

使用されていることを確認しております。 

 

今後も不具合等を確認した場合、関係者が集まって議論する体制を組み、一つひとつ慎重

に対応してまいります。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ  0257-45-3131（代表） 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社  

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

（お知らせ） 

 

2026年 1月 21日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号機の原子炉起動について 

 

本日、原子力規制委員会より、原子炉起動後に行う使用前事業者検査を含む

設備の健全性確認に向けて、原子炉の試験使用の承認を受けました。 

2025 年 12 月 24 日に使用前確認変更申請を提出後、原子炉起動に向けた準備

を進め、本日午後 7時 2分に制御棒を引き抜き、原子炉を起動いたしました。 

 

当社といたしましては、実際に蒸気を使用した状態でプラント設備の健全性

確認を進めるとともに、原子力規制委員会の検査に真摯に対応してまいります。 

 

約 14年振りの運転であるため、プラント設備の健全性確認を一つひとつ慎重

に進める中で、気づきがあれば適切に対処し、各起動工程の状況について、   

しっかりと情報発信を行ってまいります。 

 

引き続き、柏崎刈羽原子力発電所の安全最優先の取り組みを行動と実績で 

示してまいります。 

 

以 上 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号機の計画停止について（公表区分Ⅰ） 

 

  2026年 1月 22日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

当所 6号機は、1月 21日午後 7時 2分に制御棒を引き抜き、原子炉を起動いたしました

が、1月 22日、午前 0時 28分に制御棒の引抜操作において、1本の制御棒に関し、制御棒

操作監視系の警報が発生し、引抜操作を中断しております。 

 

現在、調査を継続しているところですが、原因調査に時間を要する見込みであるため、

本日、プラントを計画的に一旦停止し、当該部を点検することといたしました。 

 

調査結果については、判明次第あらためてお知らせいたします。 

 

引き続き、不具合等が発生した場合、関係者が集まって議論を行い、安全最優先で一つ

ひとつ慎重に対応してまいります。 

 

以 上 
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資金援助額の変更の申請（23回目）および特別事業計画の変更の認定申請について 

 

2026年 1月 9日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、本日、原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下「機構」）に対して、原子力損害

賠償・廃炉等支援機構法第 43 条第 1 項の規定に基づき、23 回目の資金援助額の変更を  

申請し、その後、2025 年 3 月 17 日に認定を受けた特別事業計画について、同法第 46 条   

第 1 項及び第 2 項の規定に基づき、機構の運営委員会による議決を経て、機構と共同で  

主務大臣（内閣総理大臣及び経済産業大臣）に対して「第五次総合特別事業計画」として

変更の認定申請を行いました。 

 

なお、今回の資金援助額の変更の申請においては、ALPS処理水放出に伴う見積額の増加

や出荷制限指示等による損害、風評被害および間接損害等その他に係る見積額の算定期間

延長による増加等を踏まえ、資金援助申請額を 732億 6,500万円増加いたしました。 

 

東京電力グループは、福島をはじめ被災者の方々にご安心いただくとともに、お客さま

をはじめとする社会の皆さまのご理解が得られるよう、賠償・廃炉の資金確保や企業価値

向上を目指して、引き続き、グループ社員一丸となって非連続の経営改革に取り組んで  

まいります。 

 

＜参考１＞今回の資金援助申請額増加の主な内訳 

○ 出荷制限指示等による損害、風評被害および間接損害等その他に係る見積額の算定 

期間延長による増加等 

… 約 598億円 

○ ALPS処理水放出に伴う見積額の増加 

… 約 134億円 

 

合計 732億 6,500万円の増加 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

＜参考２＞賠償のための資金援助額の推移 

資金援助申請日 累計の資金援助額 追加資金援助額 

2011年 10月 28日 8,909億   800万円 8,909億   800万円 

2011年 12月 27日 1兆 5,803億 2,200万円 6,894億 1,400万円 

2012年  3月 29日 2兆 4,262億 7,100万円 8,459億 4,900万円 

2012年 12月 27日 3兆 1,230億 7,900万円 6,968億   800万円 

2013年  5月 31日 3兆 7,893億 3,400万円 6,662億 5,500万円 

2013年 12月 27日 4兆 7,888億 4,400万円 9,995億 1,000万円 

2014年  7月 23日 5兆 3,014億 3,900万円 5,125億 9,500万円 

2015年  3月 26日 5兆 9,362億 8,733万円 6,348億 4,833万円 

2015年  6月 29日 6兆 8,864億 5,833万円 9,501億 7,100万円 

2016年  3月 18日 7兆 4,695億 8,633万円 5,831億 2,800万円 

2016年 12月 27日 8兆 1,774億 7,833万円 7,078億 9,200万円 

2017年  5月 11日 8兆 2,752億 5,033万円 977億 7,200万円 

2017年  6月 28日 9兆 5,157億 7,733万円 1兆 2,405億 2,700万円 

2018年  3月 27日 10兆 2,006億 5,633万円 6,848億 7,900万円 

2019年  3月 19日 10兆 7,783億 1,133万円 5,776億 5,500万円 

2019年  9月 26日 11兆 1,644億 9,033万円 3,861億 7,900万円 

2020年  3月 19日 11兆 6,932億 7,733万円 5,287億 8,700万円 

2021年  3月 22日 12兆 1,327億   933万円 4,394億 3,200万円 

2021年  9月 30日 12兆 3,129億 2,233万円 1,802億 1,300万円 

2022年  3月 22日 12兆 3,976億 1,433万円 846億 9,200万円 

2023年  3月 22日 13兆   149億 7,333万円 6,173億 5,900万円 

2024年  3月 15日 13兆 2,290億 5,833万円 2,140億 8,500万円 

2025年  3月 3日 13兆 4,058億  529万円 1,767億 4,696万円 

2026年  1月 9日 13兆 4,790億 7,029万円 732億 6,500万円 

 

 

 

以 上 
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特別事業計画の変更の認定について 

 

2026年 1月 26日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構法第 46条第 1項の規定に基づき、原子力損害

賠償・廃炉等支援機構と共同で、主務大臣（内閣総理大臣及び経済産業大臣）に対し、特

別事業計画の変更の認定を本年 1 月 9 日に申請しておりましたが、本日、同計画（第五次

総合特別事業計画）について認定をいただきました。 

 

東京電力グループは、福島をはじめ被害者の方々にご安心いただくとともに、お客さま

をはじめとする社会の皆さまのご理解が得られるよう、賠償・廃炉の資金確保や企業価値

向上を目指して、引き続き、グループ社員一丸となって福島事業・経済事業の不断の改革

に取り組んでまいります。 

以 上 

 

添付資料： 

・第五次総合特別事業計画 

・第五次総合特別事業計画の概要 

 ※第五次総合特別事業計画（参考資料）より再掲 

・第五次総合特別事業計画（参考資料） 

 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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(お知らせ) 

リサイクル燃料備蓄センターへの使用済燃料の搬入計画について 

 

2026年 1月 26日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 本日、リサイクル燃料貯蔵株式会社（青森県むつ市、以下「ＲＦＳ」）が、   

原子力規制委員会に使用済燃料の貯蔵計画を届け出ました。 

これに際し、当社は、直近 3 カ年における使用済燃料のリサイクル燃料備蓄

センターへの搬入計画について、以下の通りＲＦＳに提出しておりますので、 

お知らせいたします。 

 

○ 搬入計画について   (容器数) 

2026年度 （上期） 2基 

（下期） 3基 

2027年度 （下期） 5基 

2028年度 （上期） 3基 

（下期） 5基 

 

 

 当社は、安全最優先で使用済燃料のリサイクル燃料備蓄センターへの搬入を

実行できるよう、引き続き取り組んでまいります。 

 

 

以 上 
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2025年度第 3四半期決算について 

 

2026年 1月 29日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、本日、2025 年度第 3 四半期［2025 年 4 月 1 日～2025 年 12 月 31 日］の連結業
績についてとりまとめました。 
 

売上高は、販売電力量の減少等により、前年同期比 3,511 億円減の 4 兆 6,121 億円とな
りました。 
経常損益は、販売電力量の減少による減収があったものの、燃料費等調整制度の期ずれ

影響が好転したことなどにより、前年同期比 11 億円減の 3,475 億円の利益となりました。 
また、特別損失に原子力損害賠償費 706 億円や、災害特別損失 9,056 億円を計上したこ

とから、親会社株主に帰属する四半期純損益は、6,626億円の損失となりました。 
 

                   （単位：億円） 

 
当第 3四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 売 上 高    46,121   49,633  △ 3,511 92.9 

 営 業 損 益   2,584   3,110  △   526 83.1 

 経 常 損 益   3,475   3,487  △   11 99.7 

 特 別 損 益  △ 9,762  △ 647  △  9,114 － 

 
親会社株主に帰属する 
四 半 期 純 損 益 

 △ 6,626    2,431  △ 9,058 － 

 

【セグメント別の経常損益】 
2025年度第 3四半期のセグメント別の経常損益は以下のとおりです。 
・ 東京電力ホールディングス株式会社の経常損益は、子会社からの受取配当金が増加

した一方で、卸電力販売が減少したことなどにより、前年同期比 117億円減の 1,194
億円の利益となりました。 

・ 東京電力フュエル＆パワー株式会社の経常損益は、JERA において海外・再エネ発電
事業利益が増加したことなどにより、前年同期比 392 億円増の 899 億円の利益とな
りました。 

・ 東京電力パワーグリッド株式会社の経常損益は、需給調整に係る費用が減少したこ
となどにより、前年同期比 198億円増の 1,241億円の利益となりました。 

・ 東京電力エナジーパートナー株式会社の経常損益は、販売電力量の減少などにより、
前年同期比 160億円減の 1,386億円の利益となりました。 

・ 東京電力リニューアブルパワー株式会社の経常損益は、卸電力販売が減少したこと
などにより、前年同期比 56億円減の 459億円の利益となりました。 
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 （単位：億円） 

 
当第 3四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 経 常 損 益   3,475   3,487  △   11    99.7 

 東京電力ホールディングス   1,194   1,312  △  117 91.1 

 東京電力フュエル＆パワー   899   507      392 177.4 

 東京電力パワーグリッド    1,241   1,042      198 119.0 

 東京電力エナジーパートナー   1,386   1,546  △  160 89.7 

 東京電力リニューアブルパワー   459   515   △   56  89.1 

 

【2025年度業績予想】(2026年 1月 26日に公表した業績予想から変更はありません) 
2025年度の業績予想について、売上高は、販売電力量の減少などにより、前年比 3,480

億円減の 6兆 4,620億円程度となる見込みです。 
経常損益は、主に燃料費等調整制度の期ずれ影響の好転などにより、前年比 230億円

増の 2,770億円程度の利益となる見込みです。 
また、親会社株主に帰属する当期純損益は、災害特別損失の計上などにより、8,020億

円減の 6,410億円程度の損失となる見込みです。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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（お知らせ） 

2026 年 2,3 月における「東京電力コミュニケーションブース」の開催について 

2026 年 2月 4日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、柏崎刈羽原子力発電所において、福島第一原子力発電所の事故の反省と教訓を踏

まえて様々な安全対策を講じるとともに、事故への対応力強化のために各種訓練を繰り返し

実施するなど、ハード・ソフトの両面から発電所の安全性向上に取り組んでおります。 

また、地域の皆さまと直接お会いしてご意見を拝聴するとともに、発電所における安全性

向上の取り組み状況について一人でも多くの方々に説明し、皆さまのご不安や疑問にお答え

することを目的として、新潟県内の各所にてコミュニケーション活動を実施しております。 

このたび、以下のとおり新潟県内において「東京電力コミュニケーションブース」を開催

いたしますのでお知らせします。 

なお、詳細については、当社ホームページに開催会場ごとに「東京電力コミュニケーショ

ンブース」のご案内チラシを、随時掲載してまいりますのでご覧ください。 

＜新潟市＞ 

・日時：2026 年 2月 21日(土)・22日(日) 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・会場：イオンモール新潟亀田インター (新潟市江南区下早通柳田1丁目 1番 1号) 

＜南魚沼市＞ 

・日時：2026 年 2月 28日(土)・3月 1日(日) 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・会場：イオン六日町店 (南魚沼市余川3100) 

＜長岡市＞ 

・日時：2026 年 3月 14日(土)・15日(日) 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・会場：CoCoLo 長岡 (長岡市城内町一丁目611番地 1号) 

＜上越市＞ 

・日時：2026 年 3月 21日(土)・22日(日) 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・会場：イオン上越ショッピングセンター(上越市富岡3457) 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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2026年2月4日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

柏崎刈羽原子力発電所に関する
コミュニケーション活動等の取り組み

6号機の起動工程における健全性確認の進捗や、不具合等を確認
した場合の対応状況等について、「KK情報ポータル」にてリアルタイムで
発信しております。
また、今回の起動工程における作業実績・作業予定等については、
定例プレス（日報）によりお知らせしております。

6号機の起動工程における健全性確認の進捗や、不具合等を確認
した場合の対応状況等について、「KK情報ポータル」にてリアルタイムで
発信しております。
また、今回の起動工程における作業実績・作業予定等については、
定例プレス（日報）によりお知らせしております。

このほか、発電所のInstagramやLINE、東京電力ホールディングスの X
（旧Twitter）やFacebook、新潟本社のX（旧Twitter）にてホーム
ページの更新内容や、画像・動画などを配信いたします。
また、東京電力ホールディングスのYouTubeでも動画を配信いたします。

柏崎刈羽原子力発電所 情報ポータル（KK情報ポータル）柏崎刈羽原子力発電所 情報ポータル（KK情報ポータル）
＜最新情報・起動工程＞ ※画像はイメージ
主な発信内容として、6号機に関する最新情報、動画ライブラリーなど

＜リアルタイムデータ、プラント情報＞ ※画像はイメージ
主な発信内容として、モニタリングポストや、原子炉の圧力・水温・水位など

KK情報ポータル
QRコード
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２６年１月２９日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
2号機燃料デブリの試験的取り出しは、2024年9月10日より着手し、中長期ロードマップにおけるマイルストーンのうち「初号機
の燃料デブリ取り出しの開始」を達成しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１、３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

• 建屋滞留水（汚染水）は、まず、セシウム吸着装置（SARRY・KURION）により、セシウムと
ストロンチウムを低減します。その後、多核種除去設備（ALPS）での処理を行い、溶接型タンク
で保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、汚染水発
生量は抑制傾向で、対策前の約540m3/日（2014年5月）から約70m3/日（2024年
度）まで低減し、2023年度に達成した「平均的な降雨に対して、2025年内に100m3/日以
下に抑制」を2024年度においても維持していることを確認しました。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2028年度までに約50～70m3/日に抑制す
ることを目指します。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等
原子炉施設の

解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組

• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めていきます。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理
が完了しました。

• ダストの影響確認を行いながら、滞留水の水位低下を図り、2023年3月に各建屋における目標
水位に到達し、1～3号機原子炉建屋について、「2022～2024年度に、原子炉建屋滞留水を
2020年末の半分程度に低減」を達成しました。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策および安定化に向けた取組を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組

• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施し、防潮堤設置工事が完了しました。また、豪
雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路強化等を計
画的に実施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について

ALPS処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等
を遵守し、人および周辺環境、農林水産品の安全を確保して
まいります。また、風評影響を最大限抑制するべく、強化したモ
ニタリングの実施、第三者による客観性・透明性の確保、IAEA
による安全性確認などに継続的に取り組むとともに、正確な情
報を透明性高く、発信していきます。

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出

がれき撤去 等
燃料取り出し
設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1号機

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞

ALPS処理水の海洋放出の流れ

2号機

2号機
測定・確認用設備（K4タンク）

ALPS

ALPS処理水移送ポンプ

流量計・流量調整弁

海水移送ポンプ

緊急遮断弁

海水配管ヘッダ

海水流量計

ALPS処理水等タンク

基準を満たしたALPS処理水

放水立坑（上流水槽・下流水槽）

1



1号機 原子炉建屋内のドローン調査の結果について

1・2号機 燃料取り出しに向けた工事の進捗について

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況

2号機

注水

615体

西側前室 前室

遮へい体

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用
カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535
（2014/12/22燃料取り出し完了）

4号機3号機

注水

遮へい体

ドーム屋根 燃料取扱機
クレーン

FHMガーダ

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

取り出し完了燃料（体）

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

養生バッグ

注水

上
部
架
構

ボ
ッ
ク
ス
リ
ン
グ

仮
設
構
台

下
部
架
構

1号機大型カバーの設置工事においては、2026年1月13日に
最後の可動屋根の設置を終え、1月19日の可動屋根の動作が良
好であったことから、大型カバーの設置が完了しました。構内では、
ガレキ撤去用天井クレーンの設置に加え、換気設備やダスト放射線
モニタの設置を進めています。ガレキ撤去については、準備が整い
次第、早ければ2026年4月頃に開始する予定です。
2号機では、2026年度第一四半期の燃料取り出し作業開始に
向け、クレーン、燃料取扱機等の単体動作確認を実施し、2025年
12月12日より試運転※1を開始しています。また、使用済燃料
プール循環冷却設備が停止し、湯気が発生すると燃料取り出し
作業に影響を与えるリスクがあるため、作業を継続的かつ円滑に行う
ことを目的として、プール水温を調整する装置を準備・保管し、湯気
発生防止に備えます。

2号機 既設原子炉水位計装配管を活用したRPV内部調査について

これまで原子炉圧力容器(以下、RPV)内に残存する燃料デブリの取り出しに必要な調査は実施
されていません。今回、早期にアクセス可能な2号機の既設原子炉水位計装配管(N16Aノズル)
を活用しRPV内(シュラウド外側)の調査を2026年度上期に行います。
この調査では、ファイバースコープを用いた調査方法の実現性を確認するとともに、新たに開発・
製作した小型線量計を内蔵した耐放射線性のファイバースコープを用いて炉内の線量分布を得
ます。また、RPVの挿入箇所には正面にシュラウドがありカメラと干渉するため可能な限り炉底部
方向に向けて映像を取得し、今後の更なる調査に向けた情報を取得することを目的としています。
調査では、既設原子炉水位計装配管を切断した位置から
ファイバースコープを人力で挿入してN16Aノズルに向かうため、配管
の切断位置にバウンダリ弁を新設し、調査後のバウンダリを確保
します。また、調査中は、RPV内の気体が作業エリアに漏えいしない
よう、水封バウンダリを維持し、原子炉格納容器内を減圧します。
習熟モックアップを進めるとともに、調査の準備を進めていきます。

カバー設置前の1号機原子炉建屋

可動屋根

汚染水発生量の状況

2025年度の汚染水発生量は、12月末現在の状況で、
今年度末において約60m3/日、平年雨量相当で約70m3/日と
想定され、今後の各設備の運転状況にもよりますが、”2028年度
までに汚染水発生量を約50～70m3/日に抑制する方針”は
2025年度においては達成出来る見通しです。
2025年度は、汚染水発生量抑制対策として1・2号機海側
エリア、4号タービン建屋下屋のフェーシングが完了し、2号機原子
炉建屋西側エリアも1月中に完了予定です。また3号機の建屋間
ギャップ端部止水対策の進捗により、3号機の建屋流入量は
約10m3/日程度の低下が確認されています。プロセス主建屋等に
移送していたフォールアウト由来の1-4号機建屋周辺トレンチ等の
たまり水などを、昨年度から1-4号タンク堰内雨水処理設備による
処理の対象に変更し、汚染水発生量の増加を抑制しています。

現在の1号機原子炉建屋

撮影：2017年12月19日 撮影：2026年1月16日

N

原子炉建屋内燃料取扱設備全景

撮影：2025年12月6日
日に完了しています。

、燃
料取り出しの支障になりそうなシート

※1:構内輸送容器(キャスク)及び模擬燃料を
使用して燃料取り出し作業の流れを確認する試験 2号機SFP系統概略図

RPV内部調査の全体イメージ図

埋 設

SFP

スキマサージ
タンク

至：一次系ポンプ

原子炉建屋

熱交換器

冷却ユニット

西側
構台

オペフロ

埋 設

自:

一
次
系
ポ
ン
プ

：SFP循環冷却ライン
：SFP水温を調整する
装置ライン

SFP水温を調整する装置

PCV

N16A
ノズル

原子炉水位計装
配管(25A,約8m)

RPV

新設バウンダリ弁
（ボール弁）ペネトレーション

（X-28-c）

ストラブ
カップリング

原子炉建屋(以下、R/B)内においては、事故の影響により高線量化したこと等から、一部
エリアでは調査が十分行えていない状況のため、1、3号機R/B内調査を小型ドローン
(199×194×58mm)により実施する計画です。1号機は、
12月22日に実施し、3号機は２月以降に実施を予定しています。
1号機R/B内の調査では、水素滞留リスクのあるIC※2(A)について、
水素パージ検討を行うため、弁の状態等を確認することを目的とし、
調査の結果、IC系の計装ラインの一次弁、IC系のMO弁(3A)等に
著しい破損や変形、過度な腐食等の異常がないことを確認しました。
また、周辺状況や当該弁までのアクセスルートに著しく干渉するような
ものがないことを確認しました。これらの結果から、MO弁(3A)の開閉
操作ができる可能性がわかったため、今後、 R/B1階の計装ラインを
用いた窒素ガス封入・水素ガスパージの工法詳細検討を進め、必要
に応じて弁の操作方法及び空間線量率の調査を行う予定です。

一次弁

MO弁(3A)

2/9
※2:アイソレーションコンデンサー(非常用復水器)

1号機建屋内調査の結果 2



主な取組の配置図

3/9

提供：日本スペースイメージング（株）2024.1.14撮影
Product(C)[2024] Maxar Technologies.

６
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号

MP-2
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MP-6
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凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン
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高温焼却炉建屋
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地盤改良

タンク設置エリア

2号機 既設原子炉水位計装配管を活用した RPV 内部調査について

1号機 原子炉建屋内のドローン調査の結果について

1・2号機 燃料取り出しに向けた工事の進捗について

汚染水発生量の状況
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2026 年2 月 4 日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

ご質問への回答 

<飯田 耕平委員> 

1 月 5 日の中部電力が公表した基準地震動データの捏造事件に対し、山中伸介規制委員会長

は「安全性に直接関わる審査データの捏造案件で、明らかに不正行為。安全の確保は事業者の一

義的な責任」と断罪しています。政府の木原稔官房長官は「原子力施設の安全性の確保」を原発

事業者に求めています。原発への安全性確保は、原発事業者の守らなければならない一義的な

責任です。福島原発事故を受けて改定された新規制基準は、事業者の安全性に責任を持つこと

を前提に審査がおこなわれているものと理解しています。その前提が再び壊されたことは、過

去の東京電力やそれ以外の原発事業者が引き起こしたデータ捏造や書き換え等の不祥事を、「教

訓」として全く学んでいないことになります。東京電力もこれまでの教訓を学び、今日に至って

いるものと思っています。 

その上で、柏崎刈羽原発6，7 号機の特重施設の安全性を確保する上で重要な基礎データは地

盤の問題です。地盤の脆弱性、断層・活断層の有無、地下水問題などについて明らかにしていた

だきたい。特重施設の構造や設置場所等の機密には関わらない事項だと考えます。 

また、6、7 号機特重施設の完成が遅れている要因を改めてお尋ねします。遅れている原因の

一つに建設地盤の問題（脆弱性や活断層の存在）はありませんか。その上で、特重施設の安全性

の審査に必要なボーリング調査を実施されたと思いますが、その結果データをすべて公表され

ていますか。もし、開示していない、一部しかしていない場合は、全面開示をお願いしたい。 

今後おこなわれる 5 号機以下の特重施設のボーリング調査についても同様です。 

調査結果を公表する考えはありますか。 
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（回答） 

1.  当社としても地質データは重要と考えております。特重施設の安全性の審査に必要なボー

リング調査等のデータは、審査資料として規制庁に提出しております。テロ対策施設という 

設備の特性上、施設の位置や設備仕様に関する情報に関わりますので、データはお示しでき

ませんが、審査の中で規制庁にご説明し、問題ないと確認いただいております。 

また、特重施設の直下の地盤に活断層がないことも、規制庁による審査の中で確認いただい

ております。 

 7 号機特重施設の完成が遅れている主な要因については、沸騰水型原子炉（BWR） 

として初めての工事であり、これまで原子力規制委員会（NRA）による審査を通して、 

安全性の更なる向上を図ってきた結果、詳細設計の見直しに時間を要し、これに伴う審査も

長期化したことに加え、敷地における設計条件等も影響し、工事物量や工事難易度が徐々に

増加した等があげられます。また、昨今の人手不足などの社会情勢も影響しております。 

6 号機特重施設については、基本的には7 号機特重施設と同様の工事であり、7 号機特重施

設工事を進める中で、6 号機特重施設の設工認申請を行い、仕様を固めているところです。 

まずは、7 号機特重施設との共用設備等を中心に順次進めており、7 号機特重施設の完成を

優先に6 号機特重施設も進めて行きます。7 号機特重施設の工事完了までには、2025 年

10 月を起点とし、おおよそ3～４年程度かかると見込んでおりますが、未だ工程精査中で

あります。引き続き、安全最優先で一つひとつ着実に特重施設の工事を進めて行きます。 

 特重施設の安全性の審査に必要なボーリング調査等のデータは、審査資料として規制庁に 

提出しておりますが、テロ対策施設という設備の特性上、施設の位置や設備仕様に関する 

情報に関わりますので、規制上の観点からも公開は不可となっております。 

以上 
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2026 年2 月 4 日 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

ご質問への回答 

<本間 保委員> 

中部電力の基準地震動策定に係る不正 に関して質問します。 

中部電力の今回の不正において、地震動評価における代表波選定などを実際的に行って報告を出した

委託業者の名称を教えてください。 

また、同じ業務を東京電力は何という会社に委託しているのかを示して頂きたい。 

また、中部電力に関わる事なので、東京電力が回答することが困難であれば、規制庁からお答えいただ

ければと考えます。 

（回答） 

1. 中部電力の委託先については、他社のことであるため、当社からはお答えしかねます。 

また、当社の委託先については、個別の契約情報のため、回答を差し控えさせて頂きます。 

以上 



柏崎刈羽原子力発電所 ６号機の
起動工程について

2026年1月21日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所
※1月21日の資料より一部更新しております。



２．6号機の起動工程（1/2）
本日（1/21）、原子力規制委員会から試験使用承認を頂いたことから、原子炉を起動
し、実際の蒸気を使用した高温・高圧の状態での使用前事業者検査を含む、設備の
健全性確認を以下の通り実施

① 原子炉を起動し、高温・高圧の蒸気を発生させ、原子炉格納容器内の機器・配管の外観点
検、漏えいの有無、振動・熱膨張による影響の有無等を確認
また、原子炉内の蒸気を使用して注水・冷却系設備の使用前事業者検査を実施
（新規制基準により新たに設置した高圧代替注水系（HPAC）等）

② タービンへ原子炉内の蒸気を供給して、タービンの異音・振動の有無等を確認

③ 発電機を送電系統へ接続し、発電機出力を上昇させて、発電機の運転状態やタービン保護
装置の作動状況を確認

④ 約14年振りの運転となるため、通常の起動操作とは異なり、一度原子炉を停止（中間停
止）し、起動の過程における温度・圧力の変化や、設備の運転による異常の有無等を確認

なお、現場で各作業を実施する際は、事前の手順確認を徹底しヒューマンエラーを防ぐと
ともに、制御棒引抜等の主要な作業の前には、技術評価会議を行い、「留意すべき点は
どこか」、「次のステップに進んで問題ないか」等の確認を実施

起動対応中に不具合等を確認した場合、関係者が集まって議論する体制を組み、一つ
ひとつ慎重に対応していく

1
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＜中間停止までのプラント起動曲線＞
：復水器真空度
：原子炉圧力
：タービン回転速度
：発電機出力

凡例

▼①原子炉を起動し高温・高圧の状況下での原子炉設備の健全性確認や
原子炉内の蒸気を使用しての注水・冷却系設備の使用前事業者検査を実施

▼②タービンへ原子炉内の蒸気を供給し、タービンを起動しての健全性確認を実施
▼③発電機を送電系統へ接続しての発電機の健全性確認を実施

▼④起動の過程における温度・圧力の変化や設備の
運転による異常の有無等の健全性確認を実施

（注）本起動曲線は概要であり、実際の
起動曲線とあわない場合もある

原子炉起動
制御棒引抜

発電機本並列※2

原
子
炉
圧
力

タ
ー
ビ
ン
回
転
速
度

復
水
器
真
空
度

発
電
機
出
力

プ
ラ
ン
ト
の
再
起
動

総
合
負
荷
性
能
検
査

中

間

停

止約20%

約50%

約7MPa
発電機
仮並列※1

1500rpm

２．6号機の起動工程（2/2）

タービン
起動

※3:再度原子炉、タービンを起動、発電機を送電系統へ接続し、
発電機出力を定格電気出力の約100%まで上昇させる

※1:発電機を試験的に送電系統へ接続

※3

※2:発電機を送電系統へ接続

復水器
真空上昇



３．起動工程の詳細

① 復水器真空上昇 P.4
② 原子炉起動 P.5～P.7
③ タービン起動 発電機仮並列・本並列 P.8～P.9
④ 中間停止 P.10
⑤ 原子炉起動 P.11
⑥ タービン起動 発電機仮並列・本並列 P.11
⑦ 定格熱出力到達 P.12～P.13

3

⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇



①復水器真空上昇

タービンの出口側にある主復水器※を真空にすることで、出口側の圧力が低くなり、その圧力差で
タービンの回転効率が上昇。このため、タービンの起動前に復水器真空ポンプを用いて主復水器
内の空気を抽出し、真空状態にする

真空上昇後、主復水器が設計通り真空を維持できているかを確認（インリーク確認）
※主復水器：タービンで使用した蒸気を、海水が通る多数の配管を通じて間接的に冷却し水に戻すための設備

⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

4

主復水器



②原子炉起動（1/3）-制御棒引抜～臨界～蒸気発生-

制御棒を引き抜き、原子炉を起動
（制御棒に吸収される中性子が減少し、核分裂反応が開始）
205本ある制御棒を順に引き抜き、核分裂反応が連続して発生する状態（臨界）を確認
核分裂反応で生じた熱エネルギーによって、徐々に原子炉内の水の温度が上昇
原子炉内の水の温度が約100℃に到達すると蒸気が発生し、原子炉内の圧力が上昇
原子炉圧力を約7MPa（定格圧力）まで上げ、高温・高圧の蒸気を作り出す
（原子炉水温度：約286℃）

燃料

中性子中性子中性子

核分裂 核分裂

ウラン
235

熱 熱熱
核分裂

中性子
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⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

原子炉圧力：約7MPa
原子炉水温度：約286℃

臨 界核分裂
反応

制御棒
引抜

炉水温度
上昇

炉内圧力
上昇

高温・高圧
蒸気発生

＜核分裂のイメージ＞

＜制御棒引き抜きから蒸気発生までのプロセス＞



②原子炉起動（2/3） -注水・冷却系の使用前事業者検査-

原子炉隔離時冷却系(RCIC)や新規制基準により新たに設置した高圧代替注水系(HPAC)※
の使用前事業者検査を実施

検査にあたっては、原子炉内の蒸気を使用した運転を行い、水や蒸気の漏えい有無、ポンプの
異音・振動の有無、注水流量等を確認

高圧代替注水系
(HPAC)

原子炉隔離時冷却系
(RCIC)
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⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

※検査時は圧力容器ではなく
圧力抑制プールに水を戻す

※

※既存の原子炉隔離時冷却系（RCIC）に加え、原子炉圧力容器内へ注水できる設備の多様化、更なる安全性、
信頼性の向上を図る観点から、高圧代替注水系（HPAC）を設置



②原子炉起動（3/3）-原子炉格納容器内点検-

制御棒を全挿入し、原子炉格納容器内の機器・配管が、高温・高圧の状況下においても健全で
あることを確認
原子炉停止後、機器・配管の外観点検、漏えいの有無、振動・熱膨張による影響の有無等を確認
再度、原子炉起動のため、制御棒を引き抜き臨界状態とし、原子炉圧力を約7MPaまで上げ、
高温・高圧の蒸気を作り出す

主蒸気逃がし安全弁

主蒸気隔離弁原子炉内蔵型再循環ポンプ

制御棒駆動機構
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⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

＜原子炉格納容器内の点検対象機器（一例）＞



原子炉内の蒸気を高圧タービンおよび低圧タービンに供給し、タービンを起動
タービンの回転数を「1,500回転/分（定格回転数）」まで上昇させ、異音・振動の有無等、
発電していない状態でのタービンの健全性を確認

③タービン起動、発電機仮並列・本並列（1/2）
⑦定格熱出力到達⑥タービン起動

発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動
発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器

真空上昇

高圧・低圧タービン

高圧
タービン

低圧
タービン
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③タービン起動、発電機仮並列・本並列（2/2）

9

⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

発電機を試験的に送電系統へ接続（仮並列）し、発電機出力を定格電気出力の約20%
（約27万kW）まで徐々に上昇させ、発電機の運転状態を確認
その後、一度送電系統から切り離し（発電機出力を０％に下げる）、タービン保護装置の健全性
確認として、タービンの回転を定格回転数以上に上昇させ、自動でタービンが緊急停止することを
確認（タービン過速度トリップ試験）
再度、発電機を送電系統へ接続（本並列）し、発電機出力を定格電気出力の約50%
（約68万kW）まで徐々に上昇させ、発電機の運転状態を確認

発電機



④中間停止

発電機を送電系統から切り離し、一度原子炉を停止（中間停止）
主にタービン系統について、起動の過程における温度・圧力の変化や各設備の運転による振動等
により設備・機器等に異常等がないか確認
また、起動作業の中での軽微な不具合等を確認した場合は、その保全対応も実施
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⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

格納容器内点検にて確認（P.9）



制御棒を引き抜き、原子炉を起動
（制御棒に吸収される中性子が減少し、核分裂反応が開始）
205本ある制御棒を順に引き抜き、核分裂反応が連続して発生する臨界状態を確認
核分裂反応（臨界）で生じた熱エネルギーによって、徐々に原子炉内の水の温度が上昇
原子炉内の水の温度が約100℃に到達すると蒸気が発生し、原子炉内の圧力が上昇
原子炉圧力を約7MPa（定格圧力）まで上げ、高温・高圧の蒸気を作り出す
（原子炉水温度：約286℃）

発電機を試験的に送電系統へ接続（仮並列）し、発電機出力を定格電気出力の
約20%（約27万kW）まで徐々に上昇させ、発電機の運転状態を確認
その後、一度送電系統から切り離し（発電機出力を０％に下げる）、タービン保護装置の
健全性確認として、タービンの回転を定格回転数以上に上昇させ、自動でタービンが緊急
停止することを確認（タービン過速度トリップ試験）
再度、発電機を送電系統へ接続（本並列）し、発電機出力を定格電気出力の
約100%（約135.6万kW）まで徐々に上昇させ、発電機の運転状態を確認する
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⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

⑤
原子炉
起動

P.5参照

⑥
タービン起動
発電機仮並列
本並列(1/2)

原子炉内の蒸気を高圧タービンおよび低圧タービンに供給し、タービンを起動
タービンの回転数を「1,500回転/分（定格回転数）」まで上昇させ、異音・振動の有無等、
発電していない状態でのタービンの健全性を確認

P.8参照

⑥
タービン起動
発電機仮並列
本並列(2/2)

P.9参照 ※1回目の本並列時(P.11)は出力約50％だが、今回は約100％まで上昇させる



⑦定格熱出力到達（1/2）

定格まで熱出力を上昇させるため、原子炉内蔵型再循環ポンプの回転速度を上げ、炉心を通過
する水の流量を増加させ、蒸気の泡（ボイド）を抑制することにより、核分裂を起こしやすくする
これにより、炉心の蒸気の泡（ボイド）の量が減り、核分裂が多く起こることで、熱出力が上昇し
定格熱出力392.6万kWに到達（定格熱出力一定運転※）

回転速度：高速
（熱出力増加）

燃 料

蒸気の泡
（ボイド）

•原子炉の熱出力が上昇すると、燃料の周辺で水が沸騰して、
蒸気の泡（ボイド）が発生し、中性子と燃料中のウラン235
の衝突の割合が減り、核分裂が起こりにくくなる

•このため、原子炉内蔵型再循環ポンプの回転速度を上げ、
水の流量を増加させ、蒸気の泡（ボイド）を抑制する

12

⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

回転速度：低速
（熱出力停滞）

※発電効率向上のために、原子炉で発生する熱を調整し運転中の熱出力を一定にする運転



⑦定格熱出力到達（2/2）

・原子炉出力、圧力、水位
・熱出力など

・ポンプ速度
・振動など

・主蒸気流量など

・給水流量など

・入口蒸気温度など
・放射線モニタ
測定値など

⑦定格熱出力到達⑥タービン起動
発電機仮並列・本並列⑤原子炉起動④中間停止③タービン起動

発電機仮並列・本並列②原子炉起動①復水器
真空上昇

13

＜ 主なデータ記録項目 ＞

原子炉が定格熱出力に到達し、運転状態が安定した段階で、使用前事業者検査の最終検査
として、各設備の圧力、流量などのデータを記録し、プラント全体が正常に機能していることを
総合的に確認（総合負荷性能検査）
本検査にあわせて、原子力規制委員会が使用前確認※を実施

確認の結果問題がなければ、原子力規制委員会より使用前確認証が交付され、その時点から
営業運転開始となる

※ 使用前事業者検査が適切に行われ、終了していることを原子力規制委員会が確認



以 上



 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

 

6 号機 原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜きによる運転上の制限の逸脱からの 

復帰について（公表区分Ⅱ） 

 

  2026 年 1 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
柏崎刈羽原子力発電所 

 
本日、原子炉起動前の確認として 6 号機の制御棒引き抜き試験を行っていた際、本来

であれば 1 本引き抜いた状態で他の制御棒を選択すると、引き抜き防止機能が働きます

が、その機能が働いていることを示す警報が発報しないことを確認しました。 

このため、午後 0時 36 分に保安規定第 67 条「原子炉停止中の制御棒 1本の引き抜き」

の運転上の制限を逸脱したものと判断しました。 

 

そのため、引き抜き試験を中止し、引き抜いた制御棒は全挿入位置に戻して、現在は

全ての制御棒が全挿入されています。また、保安規定で要求される措置として、制御棒

の引き抜き操作ができないよう制御棒の電源を切っております。 

 

（2026 年 1 月 17 日お知らせ済） 

 

調査の結果、2本目の制御棒引き抜き防止機能の設定に誤りがあることが判明しまし

た。このため、正しい設定に見直した上で、防止機能が働いていることを示す警報が  

発報することを確認したことから、1月 18 日午後 8時 16 分に、運転上の制限の逸脱か

ら復帰したと判断しました。 

また、運転上の制限の逸脱から復帰したことをもって、全ての制御棒の動作確認が 

行えるようになったため、今後、全ての制御棒に対して、正常に警報が発報することを  

確認してまいります。 

 

以 上 



6号機 原子炉停止中の制御棒1本の引き抜きによる
運転上の制限の逸脱について

１

①制御棒の
引抜操作を実施

②機能確認のためペアロッドで
ない制御棒を選択したところ
引抜防止警報が発報されず

正規のペアロッド

2026年1月19日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

➢ 原子炉停止中（原子炉モードが「燃料取替」）のみの安全機能の確認であり、起動時や運転中は

実施しない
➢ 制御棒1本を引き抜いた状態で他の制御棒を操作するための選択をしても、引抜防止機能（インター

ロック）が働き、警報が発報することを確認する

➢ なお、6号機（ABWR）の水圧制御ユニットは、1基で２本の制御棒を動かす（ペアロッド）ため、
ペアロッドの制御棒2本を動かす選択をした場合は、引抜防止機能は働かず警報も発報しない

※ペアロッドの制御棒は2本抜いても未臨界状態が保たれる

➢ 2026年1月17日(土)、6号機起動前の制御棒引抜試験

において、当該制御棒の引き抜きを実施後、ペアロッド以外の
制御棒を選択したところ、インターロックが働く際の警報が発報

されない事案が発生

➢ 試験を中止し、引き抜いた制御棒は全挿入位置に戻し、
安全を確保

➢ また保安規定で要求される措置として、制御棒の引抜操作

ができないよう全制御棒の電源をオフ
➢ これまでも定期検査中などに同じ試験を行っているが、同様の

事案は発生していない

➢ なお運転員は、原子炉モードが「燃料取替」である時、ペア
ロッドでない他の制御棒を引き抜かないよう手順で定めている

制御棒引抜インターロック確認

事案概要



〈制御棒ペアロッドグループ図抜粋〉

➢ 原因調査の結果、制御棒のペアロッドの設定データに複数誤りがあることが判明

➢ Ａを選択した際のペアロッドはＢと正しく設定されていたものの、Ｂを選択した際のペアロッドが
Ｃにも設定されていた（このため、引抜防止警報が発報されなかった）

➢ 原因としては、Aは個別にBを設定していたものの、Bは誤った数式によりCにも設定していた

原因

2026年1月19日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

2

個別にペア
ロッド設定

A

6号機 原子炉停止中の制御棒1本の引き抜きによる
運転上の制限の逸脱について

B
C

誤った数式による
ペアロッド設定

B

A

〈Aを最初に選択した場合〉

〈Bを最初に選択した場合〉



運転上の制限の逸脱からの復帰まで

➢ 当該制御棒のペアロッド設定に誤りがあることを確認
➢ ペアロッドについて正しい設定に見直し
➢ そのうえで、当該制御棒について引抜防止機能が働いていることを示す警報が発報することを
確認

➢ 1月18日午後8時16分に、運転上の制限の逸脱から復帰と判断いります。

現在対応中

➢ 運転上の制限の逸脱から復帰したことをもって、全ての制御棒の動作確認が可能
➢ 現在、すべての制御棒について、ペアロッドが正しく設定されていること、ペアロッド以外の制御
棒203体に対して警報が発報することを確認中

水平展開

➢ 発電所の各設備については、使用前事業者検査、定期事業者検査で健全性を確認
➢ 6号機の制御システムのうち、同様な数式の設定となっているものを洗い出し、問題がないこと
を確認（1月18日までに確認済）

2026年1月19日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

3

6号機 原子炉停止中の制御棒1本の引き抜きによる
運転上の制限の逸脱について



2026年1月29日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

1月22日午前0時28分、原子炉起動操作中、制御棒の引き抜き操作を行っていたところ、1本の制御棒の電動機
制御盤の警報（インバータ故障）が発生し、起動操作を中断
制御盤の部品（インバータ）の状態確認にて、出力波形に乱れがあったことから、予備品※と取替を実施
その後、制御棒の引き抜き操作を再開したところ、午前8時3分に再度、電動機制御盤の警報（インバータ故障）が発生
原因調査に時間を要するため、午後3時30分、プラントを計画的に一旦停止する事を判断
1月23日午前0時3分までに電動駆動にて全制御棒を挿入し、午前0時13分、原子炉未臨界を確認（原子炉停止）
なお、制御棒駆動機構自体および水圧制御ユニットには異常はなく、緊急停止も可能な状態

制御棒駆動機構 電動機制御盤の警報発生についての概要

【原子炉建屋】

【中央制御室】

（原子炉格納容器）

×205本

×205台
（インバータが内蔵）

通常は電動駆動

緊急時は水圧駆動

×103台
（2本に1台）

1



【調査項目・内容】

インバータ回路

インバータユニット

入力変圧器 出力変圧器 電動機
（制御棒駆動機構）

電源
（50Hz） ケーブル M

インバータから電動機までの設備を組み合わせた動作確認(工場)
＜インバータから電動機までの設備を組み合わせた動作を確認中＞
・電動機動作確認
・電気波形確認

インバータ単体の精密点検(工場)
＜実施済：問題なし＞
・外観確認
・内部基板の内部確認
・電気回路確認
・インバータ設定値確認他

インバータから電動機までの確認
(発電所)
＜実施済：問題なし＞
・絶縁抵抗測定
・巻線抵抗測定

電動機制御盤の警報発生に関する調査状況

【調査体制】
当 社 ： 警報発生時の運転状態の確認、原因調査結果を踏まえた対策立案・水平展開

研究所で、他に要因が無いかを確認

メーカー ：インバータ単体の精密点検および、インバータから電動機までの設備を組み合わせた確認
他メーカーにて、第三者目線で他に要因が無いかを確認

2



【イメージ図】

インバータ回路

インバータユニット入力変圧器 出力変圧器 電動機
（制御棒駆動機構）

電源
（50Hz） ケーブル

M

インバータ回路

高速 低速周波数を変化

1周期 1周期1周期

インバータ出力インバータ入力

原子炉格納容器

【参考】制御棒駆動機構におけるインバータの役割
インバータは制御棒の挿入/引き抜き時に、設計で定めた速度に変速（低速/高速）させるため、周波数を変化させて
電動機の速さを制御するもの
制御棒駆動機構の電動機制御盤の警報は、インバータより下流の設備（電動機）を保護するために、何らかの異常を
検知した場合に、電気の供給を停止したことを知らせるためのもの

3



【参考】制御棒引き抜き

断面図

原子炉
格納容器

炉心
原子炉
圧力容器

6号機の制御棒引き抜き作業は、予め決められた設計上の手順に基づき、グループごとに、複数の制御棒を同時に
引き抜いていく
1月22日午前0時28分、グループ2まで（52本）を全引抜し、次のグループ26本を引き抜いている途中
（162ステップ/200ステップ）に警報が発生し、起動操作を中断
1月23日午前0時3分までに制御棒を全挿入

＜制御棒引抜グループ＞

制御棒

グループ １ ２ ３ ４ 5 6 7・・・10
本数 26 26 26 26 12 8 ・・・

1 5 2
5 3 4 3 5

2 6 1 2 1 2 6 1
4 3 4 3 4 3 4
6 1 2 1 2 1 2 6

5 3 4 3 4 3 4 3 5
1 2 1 2 1 2 1 2

3 4 3 4 3 4 3 4 3
5 2 1 2 1 2 1 2 1 5
4 3 4 3 4 3 4 3 4
1 2 1 2 1 2 1 2
5 4 3 4 3 4 3 4 5
6 1 2 1 2 1 2 6
3 4 3 4 3 4 3
2 6 1 2 1 2 6 1

5 4 3 4 5
1 5 2

3グループ目の26本を
引き抜き途中に警報発生

・・・警報が発生したロケーション

４


